
次期「いわていきいきプラン」の策定について

（岩手県高齢者福祉計画・岩手県介護保険事業支援計画）

	　県では、高齢者の総合的な保健福祉政策の基本方針や施策の方向性を明確にし、市町村が行う介護保険事業の円滑な実施を支援するため、老人福祉法及び介護保険法の規定に基づき、３年を１期とした計画「いわていきいきプラン」を策定。

　次期（第６期）計画は、平成27年度から29年度までの３か年計画であり、平成26年度は計画策定年となっていることから、本協議会を年３回開催し、計画策定方針や計画案について今後御審議いただく予定。


１　第６期介護保険事業（支援）計画について
　　第５期計画では、地域包括ケアシステムの実現に必要な要素である認知症支援策の充実、医療との連携、高齢者の居住に係る施策との連携、生活支援サービスの充実等の取組を推進してきたところ。

第６期計画では、その方向性を承継しつつ、医療計画との整合性を確保し、在宅医療介護連携等の取組を強化するほか、2025年を見据えた中長期的なサービス・給付・保険料等の水準も推計し、施策の展開を図っていく。

併せて、国において、地域包括ケアシステムの構築に有益な情報を広く共有する「見える化」の推進が図られる予定。
(1) 「地域包括ケア計画」としての位置づけ
　　①　団塊の世代が75歳以上となる平成37(2025)年に向け、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、市町村は医療、介護、予防、住まい及び生活支援等のサービスが一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築が必要

　　②　市町村が平成26年度内に策定する「第６期介護保険事業計画」は、下記を踏まえ、2025年を見据えた市町村が主体となった地域づくり・まちづくりを本格的に進めるための「地域包括ケア計画」に位置づけ
　　　・　第６期期間中だけでなく、期間中の取組を基礎としてワークシートにより平成32・37年度の推計を実施
　　　・　定期巡回・随時対応型訪問介護看護、複合型サービス及び小規模多機能型居宅介護等の普及や、これらを含む在宅・施設サービスの充実の方向性を提示

　　　・　平成29年度までに新総合事業を開始し、介護予防（訪問介護・通所介護）を第６期計画期間中に地域支援事業に移行することを踏まえ、生活支援サービスコーディネーターの配置や多様なサービスの確保等、計画的な移行の進め方を検討・明示

　　　・　医療・介護の連携、認知症への早期対応等、新たに地域支援事業に位置づけられる事業の取組方針及び施策を明示

　　　・　住まい（公営住宅、高専賃、サ高住、有料、軽費、養護、特養等）の充実の方向性について、住宅部局等と連携の上明示

③　県は、市町村の取組を支援するため、下記(2)の事項に着目しつつ「いわていきいきプラン」を平成26年度内に策定
　(2) 「いわていきいきプラン」策定のポイント
　　①　医療・介護連携等の市町村支援

　　　　市町村がこれまでなじみがない在宅医療体制の整備や医療・介護連携の取組等を、広域的な立場から支援・調整

　　②　介護人材の確保と推計
　　　　今後増大が見込まれるサービス量を踏まえ、2025年に必要となる介護人材等を推計し、その確保・育成のための取組を明示
　　③　保健医療計画との整合性
　　　　今後国が策定する地域医療構想指針を見つつ、「岩手県保健医療計画」（※27年度に「地域医療ビジョン」を追記予定）との強い整合性を確保

　　④　高齢者居住安定確保計画との調和
　　　　高齢者が日常生活を送り、医療や介護等のサービスを受ける前提となる「住まい」の確保について、市町村計画を踏まえた供給目標や取組を明示

　　⇒　今後、国が定める「基本指針」をもとに、さらなる検討を進めていく予定。

２　今後の取組について

　(1) 高齢者施策課題調査研究の実施
　　①　目　的

次期「いわていきいきプラン」の策定に際し、県内の高齢者等に対し実態調査を実施し、地域特性に応じた課題の抽出及び分析を実施

その結果に基づき、対応策についての提言を受け、今後の地域包括ケアシステムの構築支援を行うとともに、「いわていきいきプラン」において推進すべき施策として反映することを予定

　　②　調査概要

　　　　本県の地域特性に応じた課題を明らかにするため、県内の都市部、中山間地域（県南・県北）及び沿岸地域（被災地）から、４か所程度の調査対象地区を選定
　　　　調査対象地区において、高齢者単独世帯、高齢者夫婦のみ世帯及び認知症高齢者のいる世帯（任意抽出）に対し調査票を配付し調査を実施

　　③　報告書の作成

　　　　調査対象地区から調査票を回収後、その結果に基づき地区ごとの課題等を分析
　　　　課題分析結果に基づき、今後本県において必要となる施策等についてとりまとめ、報告書を作成し県に提出
　(2) 日常生活圏域ニーズ調査の実施

　　　市町村において、日常生活圏域ニーズ調査を行い、高齢者の実態調査及び今後のサービス量の見込みや保険料の推移等を推計（平成25年度実施：15市町村　26年度実施予定：18市町村）
　(3) 岩手県高齢者福祉・介護保険推進協議会による審議
　　　平成26年度は協議会を年３回開催し、国の「基本指針」に基づき計画策定方針や計画案等について御審議いただく予定

　　　・第１回（７月頃）：計画策定方針の検討
　　　・第２回（10月頃)：計画(中間案)の検討

　　　　　※中間案に基づき、地域説明会やパブリックコメントを実施（１月頃）

　　　・第３回（３月頃）：計画案の最終検討

今後のスケジュールは、別紙のとおり
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